
2024年３月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕(連結)
2024年２月５日

上 場 会 社 名 株式会社ヤマト 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 1967 URL https://www.yamato-se.co.jp/

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長執行役員 (氏名) 町田 豊

問合せ先責任者 (役職名) 取締役執行役員管理本部長 (氏名) 藤井 政宏 (TEL) 027-290-1800

四半期報告書提出予定日 2024年２月５日 配当支払開始予定日 ―

四半期決算補足説明資料作成の有無 ：無

四半期決算説明会開催の有無 ：無

　

(百万円未満切捨て)

１．2024年３月期第３四半期の連結業績（2023年３月21日～2023年12月20日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期第３四半期 34,374 8.1 641 △47.9 1,045 △32.6 319 △67.1

2023年３月期第３四半期 31,801 △6.2 1,231 △56.0 1,551 △49.7 971 △54.7
(注)包括利益 2024年３月期第３四半期 1,733百万円( 64.2％) 2023年３月期第３四半期 1,056百万円( △26.8％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第３四半期 12.67 －

2023年３月期第３四半期 37.88 －
　　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年３月期第３四半期 50,007 35,344 70.6 1,399.10

2023年３月期 47,703 34,361 72.0 1,354.24
(参考) 自己資本 2024年３月期第３四半期 35,285百万円 2023年３月期 34,338百万円
　　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 － 0.00 － 25.00 25.00

2024年３月期 － 0.00 －

2024年３月期(予想) 27.00 27.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　　

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年３月21日～2024年３月20日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 49,700 11.7 2,450 20.5 2,750 9.2 2,000 7.1 79.26
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年３月期３Ｑ 26,927,652株 2023年３月期 26,927,652株

② 期末自己株式数 2024年３月期３Ｑ 1,707,661株 2023年３月期 1,571,497株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2024年３月期３Ｑ 25,229,917株 2023年３月期３Ｑ 25,655,157株

　　
※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
に関する事項については、決算短信(添付資料)の３ページをご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあり、

一部で足踏みも見られますが、景気は緩やかに持ち直していくことが期待されます。しかし、長引く国際情勢の

不安定化や世界的な金融引き締め政策の影響による景気の鈍化、物価上昇等の影響もあり、今後の先行きは依然

として不透明な状況にあります。

建設業界においては、公共投資は関連予算の執行により底堅く推移しており、民間設備投資は外部環境の回復

基調を受け、持ち直しの動きがみられます。しかしながら円安の進行による建設資材価格やエネルギー価格の高

騰等の影響、担い手不足や長時間労働の解消等、働き方改革が急務となっており、当社グループを取り巻く経営

環境の先行きは依然として楽観できない状況にあります。

このような経営環境のもと当社グループは、当連結会計年度を初年度とする３か年の中期経営計画を策定し、

３つの成長戦略「コア事業の強化・拡大」「グリーンイノベーションの推進」「経営基盤の強化・地域貢献」に

総力をあげて取り組んでいます。また、当社は、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題へ

の対応が中長期的な企業価値の向上に重要な要素であることを認識していることから、ESG投資として、以下の発

行体へ投資しています。当社は、本債券を始めとしたESG投資を継続的に実施することで、今後も企業の社会的責

任を果たして参ります。

投資年月 発行体 SDGｓ債の種類

2023年７月 群馬県 グリーンボンド

2023年９月 国際復興開発銀行 サステナビリティボンド

2023年11月 三井不動産株式会社 グリーンボンド

2023年12月 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 ソーシャルボンド

2023年３月21日に開駅した当社グループが運営する「道の駅まえばし赤城」の設計施工の実績や当社のサポー

トセンター兼配管加工工場である「朝倉工場」を広く評価いただき、大規模な工事案件の受注も増加しましたが、

一方で、想定を上回る建設資材価格の高騰等による不採算工事の発生などもありました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高が前年同四半期比13.8％増の441億４千４百万円、売上

高が前年同四半期比8.1％増の343億７千４百万円、営業利益が前年同四半期比47.9％減の６億４千１百万円、経

常利益が前年同四半期比32.6％減の10億４千５百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益が前年同四半期比

67.1％減の３億１千９百万円となりました。

セグメントごとの業績は、次のとおりです。

（建設工事業）

当社グループの主要部門であり、売上高は前年同四半期比6.8％増の339億８千６百万円、営業利益は前年同四

半期比55.8％減の５億４千４百万円となりました。

（商業施設運営業）

当社グループが、2023年３月21日より運営する「道の駅まえばし赤城」に基づくものです。売上高は３億８千

７百万円、営業利益は９千７百万円となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産残高は、前連結会計年度末比23億４百万円（4.8％）増の500億７百万円と

なりました。資産の部については、主として時価評価等により投資有価証券が増加したことによります。

負債の部については、前連結会計年度末比13億２千万円（9.9％）増の146億６千２百万円となりました。これは、

主として投資有価証券の時価評価における税効果により繰延税金負債が増加したことによります。

純資産の部については、前連結会計年度末比９億８千３百万円（2.9％）増の353億４千４百万円となりました。

これは、主としてその他有価証券評価差額金が増加したことによります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

最近の業績動向および今後の見通し等を勘案し、2023年５月８日および2023年５月30日（（訂正後）2023年５月

８日）に公表いたしました2024年３月期の通期連結業績予想を修正しています。詳細につきましては、2023年11月

２日に公表しております「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月20日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月20日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,151,529 6,886,939

受取手形、完成工事未収入金等及び契約資産 18,613,770 17,670,679

有価証券 616,537 886,677

未成工事支出金等 1,972,981 1,907,514

その他 1,306,449 1,028,351

貸倒引当金 △340 △11,670

流動資産合計 28,660,927 28,368,492

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 2,882,103 2,928,705

その他（純額） 3,947,995 4,916,867

有形固定資産合計 6,830,099 7,845,572

無形固定資産

顧客関連資産 210,857 184,500

のれん 679,194 523,588

その他 1,234,642 1,181,295

無形固定資産合計 2,124,693 1,889,383

投資その他の資産

投資有価証券 8,625,522 10,424,295

関係会社株式 90,000 83,357

退職給付に係る資産 956,208 1,065,382

その他 415,691 331,107

投資その他の資産合計 10,087,423 11,904,143

固定資産合計 19,042,216 21,639,100

資産合計 47,703,143 50,007,592

負債の部

流動負債

工事未払金 5,772,315 5,901,516

買掛金 90,828 50,337

短期借入金 900,000 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 39,437 39,664

未払法人税等 446,985 200,357

契約負債 2,175,963 2,722,007

賞与引当金 1,018,609 520,477

工事損失引当金 11,113 300,123

完成工事補償引当金 74,941 69,084

その他 1,567,761 1,754,220

流動負債合計 12,097,955 12,657,790

固定負債

長期借入金 580,291 565,538

役員退職慰労引当金 129,233 137,422

その他 534,321 1,301,962

固定負債合計 1,243,845 2,004,924

負債合計 13,341,801 14,662,714
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月20日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金 4,730,625 4,730,625

利益剰余金 23,684,149 23,372,887

自己株式 △819,985 △939,220

株主資本合計 32,594,789 32,164,292

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,459,033 2,893,961

退職給付に係る調整累計額 284,414 227,089

その他の包括利益累計額合計 1,743,448 3,121,051

非支配株主持分 23,104 59,534

純資産合計 34,361,342 35,344,877

負債純資産合計 47,703,143 50,007,592
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年３月21日
　至 2022年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年３月21日
　至 2023年12月20日)

売上高 31,801,574 34,374,238

売上原価 28,758,426 31,731,706

売上総利益 3,043,147 2,642,532

販売費及び一般管理費 1,811,896 2,001,084

営業利益 1,231,251 641,448

営業外収益

受取利息 38,073 48,452

受取配当金 227,874 244,661

有価証券評価益 - 1,962

有価証券償還益 46,980 10,610

投資有価証券評価益 62 -

投資有価証券償還益 - 7,833

受取賃貸料 34,962 31,363

その他 39,985 123,043

営業外収益合計 387,938 467,925

営業外費用

支払利息 13,854 13,937

貸倒損失 3,840 -

持分法による投資損失 - 6,642

有価証券評価損 268 -

有価証券償還損 - 150

投資有価証券評価損 14,597 -

投資有価証券償還損 219 -

賃貸費用 21,301 18,766

その他 13,474 24,209

営業外費用合計 67,556 63,705

経常利益 1,551,633 1,045,669

特別利益

固定資産売却益 1,860 2,106

投資有価証券売却益 134,654 -

特別利益合計 136,515 2,106

特別損失

減損損失 - 18,000

固定資産売却損 - 13,821

固定資産処分損 - 3,696

投資有価証券売却損 500 -

投資有価証券評価損 12,469 125,310

事務所移転費用 - 13,343

特別損失合計 12,969 174,171

税金等調整前四半期純利益 1,675,179 873,603

法人税、住民税及び事業税 335,083 271,103

過年度法人税等 176,076 -

法人税等調整額 195,048 246,333

法人税等合計 706,208 517,436

四半期純利益 968,971 356,166

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△2,967 36,429

親会社株主に帰属する四半期純利益 971,939 319,736
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年３月21日
　至 2022年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年３月21日
　至 2023年12月20日)

四半期純利益 968,971 356,166

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 140,868 1,434,927

退職給付に係る調整額 △53,742 △57,324

その他の包括利益合計 87,126 1,377,603

四半期包括利益 1,056,097 1,733,769

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,059,065 1,697,340

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,967 36,429
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第３四半期連結累計期間(自 2022年３月21日 至 2022年12月20日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月15日
定時株主総会

普通株式 641,384 25 2022年３月20日 2022年６月16日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2023年３月21日 至 2023年12月20日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月15日
定時株主総会

普通株式 633,903 25 2023年３月20日 2023年６月16日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年12月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式136,100株の取得を行っています。この結果、

単元未満株式の買取りによる取得を含め、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が119,234千円増加し、

当第３四半期連結会計期間末において自己株式が939,220千円となっています。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27

－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することとしています。これによる、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　



-9-

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自 2022年３月21日　至 2022年12月20日)

当社グループは建設工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しています。

　当第３四半期連結累計期間(自 2023年３月21日　至 2023年12月20日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
合計

建設工事業 商業施設運営業

売上高

外部顧客への売上高 33,986,437 387,801 34,374,238

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ － －

計 33,986,437 387,801 34,374,238

セグメント利益 544,088 97,360 641,448

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは前連結会計年度より「不動産管理業」を開始しました。第１四半期連結会計期間において商

業施設の運営を開始したことなどを踏まえ、報告セグメント名称を改めて検討した結果、「不動産管理業」

を、「商業施設運営業」に変更しています。

　



-10-

（収益認識関係）

　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　 前第３四半期連結累計期間（自 2022年３月21日　至 2022年12月20日）

（単位：千円）

項目 建築・土木 空調・衛生 電気・通信
水処理

プラント
冷凍・冷蔵 合計

一定期間にわたり移転される財又はサービス

建設 3,009,391 16,683,094 4,892,473 4,263,480 1,546,832 30,395,273

設備等の

メンテナンス
－ 1,348,639 － － － 1,348,639

一時点で提供される財

物品等の

販売
12,679 － － 33,367 － 46,046

顧客との契約か
ら生じる収益

3,022,070 18,031,734 4,892,473 4,296,848 1,546,832 31,789,959

リース収益 － 11,615 － － － 11,615

外部顧客への
売上高

3,022,070 18,043,349 4,892,473 4,296,848 1,546,832 31,801,574

　 当第３四半期連結累計期間（自 2023年３月21日　至 2023年12月20日）

（単位：千円）

項目

建設工事業
商業施設

運営業
合計

建築・土木 空調・衛生 電気・通信
水処理

プラント
冷凍・冷蔵

一定期間にわたり移転される財又はサービス

建設 1,421,092 20,885,545 5,283,459 3,945,251 1,213,779 － 32,749,128

設備等の

メ ン テ ナ

ンス

－ 1,186,583 － － － － 1,186,583

不動産管

理
－ － － － － 325,201 325,201

一時点で提供される財

物品等の

販売
14,426 － － 25,150 － 62,600 102,177

顧客との契約

から生じる収

益

1,435,519 22,072,129 5,283,459 3,970,401 1,213,779 387,801 34,363,091

リース収益 － 11,147 － － － － 11,147

外部顧客への

売上高
1,435,519 22,083,276 5,283,459 3,970,401 1,213,779 387,801 34,374,238

（注）１．リース収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づくもので

す。

　 ２．第１四半期連結会計期間より、新たに「不動産管理」の区分を追加しています。

　 ３．報告セグメントを「建設工事業」及び「商業施設運営業」としたことに伴い、顧客との契約から生じる収益

とそれ以外の区分を見直し、リース収益の区分を新たに追加しています。これに伴い、前第３四半期連結累

計期間の情報を組み替えています。
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３．補足情報

（１）連結受注実績内訳

　 （単位：千円）

種類別
2023年３月期 2024年３月期

比 較 増 減 増減率
第３四半期 第３四半期

建設工
事業

建 築 ・ 土 木 2,319,523 (5.9%) 1,685,997 (3.8%) △633,525 △27.3 %

空 調 ・ 衛 生 24,346,051 (62.8) 26,283,079 (59.6) 1,948,175 8.0

電 気 ・ 通 信 6,049,633 (15.6) 8,315,535 (18.8) 2,265,901 37.5

水 処 理 プ ラ ン ト 4,446,079 (11.5) 5,204,325 (11.8) 758,245 17.1

冷 凍 ・ 冷 蔵 1,631,553 (4.2) 2,256,531 (5.1) 624,978 38.3

リ ー ス （空調・衛生） － － 11,147 (0.0) － －

計 38,792,841 (100.0) 43,756,616 (99.1) 4,963,775 12.8

商 業 施 設 運 営 業 － － 387,801 (0.9) － －

合 計 38,792,841 (100.0) 44,144,418 (100.0) 5,351,577 13.8

(注)（ ）内のパーセント表示は、構成比率

（２）個別受注実績内訳

　 （単位：千円）

区 分
2023年３月期 2024年３月期

比 較 増 減 増減率
第３四半期 第３四半期

建 築 ・ 土 木 2,043,799 (6.1%) 1,398,024 (3.8%) △645,775 △31.6 %

空 調 ・ 衛 生 23,574,911 (70.3) 24,350,259 (66.5) 786,495 3.3

電 気 ・ 通 信 1,876,453 (5.6) 3,390,937 (9.3) 1,514,483 80.7

水 処 理 プ ラ ン ト 4,415,412 (13.2) 5,181,799 (14.2) 766,387 17.4

冷 凍 ・ 冷 蔵 1,631,553 (4.8) 2,256,531 (6.2) 624,978 38.3

リ ー ス （空調・衛生） － － 11,147 (0.0) － －

合 計 33,542,129 (100.0) 36,588,700 (100.0) 3,046,570 9.1

(注)（ ）内のパーセント表示は、構成比率

　


